





The Second North Korean Nuclear Crisis Revised 
from the Perspective of Defensive Realism
CHOI, Jung Hoon
The Second North Korean Nuclear Crisis emerged due to the testimony given by J. 
Kerry, Assistant Secretary of Department of State, who visited DPRK in Oct. 2002 and that 
revealed a North Korean high-ranked officer acknowledged that DPRK possessed 
clandestine High Enriched Uranium Program, seen as the evidence of North Korea’s 
vicious intension to threaten US security and the world peace and stability, although North 
Korea denied what Kerry reported afterward.  The controversy between US and DPRK had 
not been resolved, and both sides since took hawkish behavior, while arguing their own 
actions were self-defense one another.  As a result, the Agreed Framework, where the 
tensions over the Korean Peninsula were successfully calmed down from 1994 to 2002, 
ended up to be collapsed.  This paper presents that the cause of the Second North Korean 
Nuclear Crisis can be found in terms of the Spiral Model of Defensive Realism, where 
Security Dilemma inevitably takes place when nation states choose self-defense-oriented 
actions for keeping status quo in security, and by mutually misperceiving other’s behaviors 
because of the lack of trust.



















ての考察には J. Pollack,The United States, North Korea, and the End of the Agreed 
Framework、ソ・ボヒョク「ジュネーブ合意崩壊原因に対する多次元分析（韓国語）」、などが
ある。さらに米朝関係を抑止モデルに依拠して説明したものとしては V. Cha “Hawk 
Engagement and Preventive Defense on the Korean Peninsula” がある。これら先行研究と
比して、本稿の独自性としては①第 2次朝鮮半島核危機の発生を V. Cha（以下チャ）のよう
な抑止モデルの観点からではなく、ディフェンシブ・リアリズムにおけるスパイラル・モデル
の観点から分析することが挙げられる。次に②スパイラルモデルの事例においては R. Jervis





























































1998 年 8 月に米国情報機関から提起された金倉里地下核施設疑惑、北朝鮮によるテポドン /光
明星 1号発射実験があり、朝鮮半島における SDは一時的に再強化されるものの、結局金倉里
地下核施設疑惑はまったくの誤りであることが米国務省によって発表され、また 1999 年 5 月
に開始したペリープロセスの成功もあいまって SDは再び緩和傾向に入った。この緩和傾向は











































MTCR加盟が 2001 年であることを踏まえると、北朝鮮側の遵守義務は 2001 年より生じるこ
ととなるが、実際に北朝鮮によるミサイル輸出が発覚したのは、第 2次朝鮮半島危機が浮上し








アシュアランスが履行される必要があった。実際に 98 年 6 月北朝鮮は朝鮮中央通信を通じて
ミサイルの開発と輸出を初めて認め、「米国がミサイル輸出を本当に阻止したいのであれば、
一日も早く経済制裁を解除し、ミサイル輸出中止に伴う経済的な補償を行うべきである 14）」と







糧支援に関しては、図 1を参照すると、2000 年から 2002 年にかけて毎年約 20-30 万トン規模
の食糧が北朝鮮に提供されている。しかしながら、ブッシュ政権が出帆して以後、食糧援助は
急速に減少し、2003 年には約 5万トンまで落ち込むこととなった。
図 1　米国 /中国 /韓国による対北朝鮮食糧援助の変遷（単位：千トン）



































1993 年 9 月、クリントン政権はチェイニー元国防長官が策定した地域防衛戦略に基づきボト






朝鮮によるテポドン /光明星 1号発射実験以降、国家ミサイル防衛（以下 NMD）も含めMD
関連予算を増額する。例えば、テポドン /光明星 1号発射以後初めてとなった 99 年度におい
てクリントン元大統領はMD関連予算に対する請求を前年比約 38％増加（26 億ドル→ 36 億ド
ル）させている。これと同時に、米国は東アジアにおける同盟国に TMDへの協力要請を強め















































派は枠組み合意に対しての批判を強め、同年 12 月 KEDOによる重油提供を停止・軽水炉建設
の見直しに着手するとともに、北朝鮮へのブッシュ・ドクトリン適用の可能性に言及した。こ
れに対し北朝鮮は、当初情報が錯綜するものの姜錫柱発言について完全否定しながら、IAEA






































次にこの IAEA保障協定を介して、第 2の接点～枠組み合意と NPT～が形成される。北朝
























































指摘していた 37）。また共和党サイドにおいては 93 年 3 月ギルマン報告書を作成し、その中で
北朝鮮の EUPの可能性に言及、クリントン政権の対北朝鮮政策を批判している 38）。
実際に EUP関連部材の輸入に関しては 98 年から 99 年にかけて北朝鮮がパキスタンから遠
心分離器 20 個ほどを入手した事実をクリントン政権が掴んでいたということは、米政府高官
の証言 39）、後にパキスタン高官による証言～ 2004 年 7 月パキスタンのブット元首相の証言 40）、
ムシャラフ・パキスタン元大統領の自叙伝、カーン博士の証言～によりある程度裏付けられる
こととなり、その信憑性が高まった。
ブッシュ政権においては国家情報評価（以下 NIE）2002 の中で①北朝鮮が HEUの研究・
開発に本格的に乗り出したのは 1999 年以降であり、次に②生産段階への移行に関しては 2000
年末までに決定がなされ、遠心分離器施設を 2001 年より建設中であること、が明記されてい
る 41）。また 1999 年から A.Q.カーン博士による北朝鮮への遠心分離器についての支援が開始さ
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れたというムシャラフ・元パキスタン大統領の証言もある。時期的には北朝鮮側に枠組み合意
の履行の遅延に対する米国への疑念が強まり、また 2000 年の米大統領選における共和党勝利 /
民主党敗北という結果によって枠組み合意の履行がより一層不透明になった頃である 42）。
この NIE2002 においてはまた、北朝鮮がこのまま順調に遠心分離器施設を建設したと仮定








北朝鮮が EUPの実験開始を公式的に認めたのは 2009 年 6月朝鮮外務省声明が最初である 46）。
同年 9月には北朝鮮国連代表部は「濃縮ウラン実験が成功裏に完了段階に入った」と述べ、翌











































と重油の供与が大幅に遅れる中、北朝鮮は 98 年 5 月、当時の朱昌駿駐中国大使は凍結してい
る黒鉛減速炉の再開の可能性を示唆し、同年 6月には金桂官外務次官がロス米国務次官補に
送った書簡の中で、重油供与がさらに遅れる場合、1ヶ月の猶予の後核開発の凍結を解除する




心分離器は約 20 個であるとされる。この数量は HEUを大量生産するには少ないことを踏ま
えると、もし NIE2002 の指摘が事実であったとしても、当時北朝鮮の EPU開発は生産段階に



































述のように枠組み第 4条に則り、交渉次第で EUPもしくは HEUに関して「IAEAにおける
160 崔　正　勲：なぜ第 2次朝鮮半島核危機は生じたのか（2000-2003）
ウラン濃縮施設を対象とする保障措置」を北朝鮮に適用することも可能であったであろう。上






















































ともに、MDへの予算も急激に増加していく。表 1を見ると、クリントン政権末期の 2000 予
算年度以降MD関連予算は増加傾向にあり、ブッシュ政権における 2007 年には 94 億ドルの予
算が配分されている。これは 2000 年と比較して 38%の増加にあたる。
表 1　米国ミサイル防衛関連予算資料（単位：10億ドル）
FY00 01 02 03 04 05 06 07 08 09
予算請求 3.3 4.5 8.3 6.7 7.7 9.2 7.8 9.3 8.9 9.3
下院認可 3.7 5.2 7.9 6.9 7.8 8.9 7.9 9.1 8.3 8.6
上院認可 3.7 4.7 5.8 5.9 8.2 9.0 7.8 9.4 8.6 8.9
下院配分 3.6 4.6 7.9 7.4 7.5 8.7 7.6 8.9 8.6 8.4
上院配分 3.9 4.8 6.3 6.2 8.2 9.2 7.9 9.4 8.7 9.0
予算認可 3.7 4.8 8.4 6.6 7.7 8.9 7.8 9.3 8.5 8.9
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